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平成 25 年 12 月 10 日 

各      位 

 

会 社 名   株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス 

代表者名   代表取締役 田中茂樹 

（コード番号 3832） 

問合せ先   取締役   松本貞子 

（TEL．03－5443－7489） 

 

子会社の債務の一部計上を取りやめることに伴う利益の発生に関するお知らせ 

 

 当社の連結子会社である XTF, Inc. (以下、XTF 社)は、Marco Polo Network (以下、MPN 社)及び Marco 

Polo Capital Markets LLC (以下、MPCM 社)に対して計上している債務について、現地の弁護士を通じて

債務の計上を取りやめることが可能か否かを確認した結果、平成25年11月29日付の取締役会において、

平成 25 年 11 月期第 4 四半期決算に当該債務の計上を取りやめることを決定しましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 当該連結子会社の概要 

① 名称 XTF, Inc.  

② 所在地 55 Broad Street, New York, NY, USA 

③ 代表者の役職・氏名 CEO  Mel Herman 

④ 事業内容 ETF 関連事業 

⑤ 資本金 1,001 千 US ドル 

⑥ 設立年月日 2008 年 4 月 

⑦ 大株主及び持株比率 当社 74.47％ 

 

２． 債務の存在確認について 

（1） 経緯 

 XTF 社は、平成 23 年 9 月に当社の連結子会社となる以前の XTF 社の親会社であった MPN 社に対し

て 809 千 US ドル及びそのグループ会社である MPCM 社に対して 404 千 US ドルの債務を計上しており

ました。当社と MPN 社は、XTF 社の株式譲渡にあたり MPN 社に対する債務 691 千 US ドルを免除する

ことで基本合意書を締結し、残債務についても免除とする交渉を行っておりました。また、MPCM 社

に対する債務は存在しないことの確認を口頭で行っておりましたが、最終的に債務の免除または不

存在が明らかでないまま XTF 社株式の譲渡にいたりました。（平成 23 年 9月 2 日付「Marco Polo XTF, 

Inc. の株式取得（子会社化）に至る経緯に関するお知らせ」ご参照）XTF 社においては、MPN 社か

ら引き継いだ財務諸表に当該債務が計上されており、現地監査法人に債務の不存在を証する客観的

な資料の提示ができなかったことから、保守的にこれまで債務計上を続けておりました。しかしな

がら、その後、MPCM 社が Chapter11（米国連邦倒産法第 11 章、日本でいう民事再生法に該当）を申
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請し、同社の財務情報が入手可能な状況になったこと、長期間にわたり MPN 社または MPCM 社から請

求がなされていないこと、連絡が一切ないこと等により状況が変化し、また、当社グループにおい

て売上増加により運転資金から弁護士費用の捻出が可能になった平成 25 年 8 月に、弁護士に当該債

務の計上を取りやめることについて調査を依頼しました。その結果、平成 25 年 11 月 27 日付で弁護

士より意見書をいただき、それを踏まえて次のような趣旨の説明を受けました。 

・XTF 社が MPN 社に対して計上している債務 691 千 US ドルについては、債務として計上しなくても

法律上問題となる可能性は低い。 

・XTF 社が MPN 社に対して計上している債務 117 千 US ドルは、MPCM 社に対する債務である。 

・MPCM 社に対する債務のうち 230 千 US ドルについては、債務として計上しなくても法律上問題とな

る可能性は低い。 

・残債務 291 千 US ドルについても、今後請求される可能性は低いので債務として計上しなくても法

律上問題となる可能性は低いが、極めて保守的に処理するならば、たとえば時効が到来する平成

25 年 10 月 29 日まで待つのであってもよい。 

XTF 社は、上記弁護士の意見をもとに、平成 25 年 11 月 29 日開催の取締役会において協議をし、長

期間にわたり MPN 社または MPCM 社から請求がなされていないこと、連絡が一切ないこと等を判断材

料として、当該債務全額について今後請求される可能性は極めて低いので、平成 25 年 11 月期第 4

四半期決算において当該債務全額を計上しないことを決定し、現地監査法人と協議した結果、当該

債務全額を計上しないこと及びこれに伴い利益計上することに同意をいただいております。また、

当社の会計監査人である清和監査法人においても同意をいただいており、利益計上にあたり使用す

る勘定科目等については監査において決定する旨の意見をいただいております。 

 

（2） 計上の必要がないと判断した債務の内容 

① 債務の種類       借入金及び未払金 

② 債務の総額       1,213 千 US ドル（121 百万円 1 ドル＝100 円換算） 

③ 相手先         MPN 社及び MPCM 社 

④ 前連結会計年度の債務総額に対する当該債務の割合  12.2％ 

 

３． 今後の見通し 

 上記債務の計上が必要ないと判断したことに伴い、当社平成 25 年 11 月期第 4 四半期連結決算に

おいて、1,213 千 US ドルの利益を計上する見込みです。その他勘定科目等の詳細については、確定

次第お知らせいたします。 

 

以上 


